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（抜粋版） 

再処理工場のアクティブ試験時に発生が予想されるトラブル等とその対応について 
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－１－ 

■再処理工場では、放射性物質を取り扱うことから、原子力発電所と同様に多

重防護の考え方を取り入れた設計を行っています。 

■なお、再処理工場は、放射性物質を取り扱うものの、原子力発電所とは異な

り核分裂反応による臨界を利用して電気を起こすための施設ではなく、化学

薬品等を用いてウラン、プルトニウムを回収するための施設です。 

【多重防護の考え方】 
・異常（機械の故障や人のミス）を未然に防止（余裕ある設計 等） 
・異常を拡大させない（自動停止装置 等） 
・工場外への影響を最小限にする（放射性物質の除去装置 等） 

【施設の設計段階において考慮すべき事項】 
・臨界、漏えい、火災・爆発、電源喪失、地震、航空機落下等 

国による段階的な安全確認 
■設備の設計や建設及び運転手順の作成にあたっては、法令に基づき関連する許

認可申請を行い、国が安全確認を実施しています。当社の活動と国による安全

確認の流れは以下のとおりです。 

【設備】 

[基本設計]→＜安全審査＞→[詳細設計]→＜設計及び工事の方法の認可＞

→[建設]→＜使用前検査＞→［操業］→＜施設定期検査＞ 

【運転手順】 

[保安規定(運転手順等)]→＜保安規定の認可＞→[保安規定の遵守]→ 

＜保安検査＞ 

(注) [  ]：当社の活動 ＜  ＞：国による確認 

段階的な試験運転 
■試験運転は機器の動作や性能の確認、不具合の早期発見と手直し、運転員の技術力の向上、

手順書の充実を目的としています。また、使用する物質を段階的に操業状態へ近づけなが

ら試験運転を実施します。 

通水作動試験  →   化学試験  →   ウラン試験   →  アクティブ試験  →  操業運転 
（水、空気、蒸気）   （硝酸等の化学薬品）   （ウラン）      （使用済燃料） 
平成13年開始    平成14年開始    平成16年開始     平成18年開始予定   平成19年開始予定

■また、運転員は各試験運転に加え、国内外の再処理工場、当社運転訓練施設等で教育訓練

を受けています（今後も継続的に教育訓練を実施）。 

安全設計の考え方 

トラブル等発生時の対応 
■トラブル等が発生した場合は、原因究明、再発防止対策等を検討し、適切に対処することが

重要です。このため、トラブル等の発生をきっかけとして、より良い施設・設備とする取り

組みを継続することで、品質の向上を図っています。 

■また、内部及び第三者監査機関による監査を受け、適切な管理がなされていること確認して

います。 

４

２

１

■COGEMA社、旧BNFL社（現 英国原子力ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｾﾗﾌｨｰﾙﾄﾞ）、旧核燃料サイクル開発機構（JNC）

（現日本原子力研究開発機構）等でのトラブル等の情報を入手し、安全性、安定操業の観点

から設備、運転手順へ継続的に反映しています。 

 

先行施設のトラブル情報等の反映 ３

入手情報 

約１５３０件

・COGEMA社 

・旧BNFL社 

・旧JNC  等

 

設備・運転手順 

へ反映 

約９００件 
今後の試験結果も踏まえ 

ながら、運転手順に反映 

約２０件 

アクティブ試験開始までに 

必要な反映は全て終了 

約８８０件 

反映検討※ 

※再処理工場に該当設備がないものなどは反映不要としました。 

安全確保への取り組み 

５



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

再処理工場からの放射性物質の放出と管理 

再処理工場からの排気や排水については、国内外の最良の技術にて可能

な限り放射性物質を除去します。その後、排気筒や海洋放出管から放出

され、大気や海水で十分に拡散・希釈されます。 

再処理工場から放出される放射性物質による周辺の住民への影響は、最

大でも、約０．０２２ミリシーベルト（１年間に受ける放射線の量）で、

法律で定められている公衆の線量限度（年間１ミリシーベルト（注１））

を大きく下回ります。 
 

再処理工場からの放出による影響(年間約０.０２２ミリシーベルト)は､“＊１最

大地点に毎日居続け”､“＊２工場周辺でとれる農畜産物や海産物を毎日食べる”､

更に“＊３ほぼ毎日漁業を営む”といった､様々な仮定を同一人物が受ける影響

として足し合わせて評価されています。 

（注１）法律で定められている公衆の線量限度（年間１ミリシーベルト）は、国際放

射線防護委員会（ＩＣＲＰ）により、住民の安全確保を目的とし勧告されている

値で、世界各国の基準として採用されています。 
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海海洋洋放放出出にによよりり  
年年間間約約  ００．．００００３３１１  ミミリリシシーーベベルルトト

トトリリチチウウムム  

（約 0.0016 mSv）  

よようう素素１１３３１１  

（約 0.00039 mSv）  

そそのの他他  

（約 0.0007 mSv）  

大大気気放放出出にによよりり  
年年間間約約  ００．．００１１９９  ミミリリシシーーベベルルトト  

炭炭素素１１４４  

（約 0.0077 mSv）  

そそのの他他  

（約 0.0033 mSv）  ククリリププトトンン８８５５  

（約 0.0053 mSv）  

トトリリチチウウムム  

（約 0.0028 mSv）  
よようう素素１１２２９９  

（約 0.00032 mSv）  

 0.99 以下 

1.00～1.09 

1.10 以上 

（ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/年） 

宇宙、大地からの放射線と食物摂

取によって受ける放射線の量（ラド

ンなどの吸入によるものを除く） 

青森県：0.86 
岐阜県：1.19（一番高い） 

神奈川県：0.81（一番低い）

自
然
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射
線
の
地
域
差 

 

 
 

宇宙から 
 ０．４ 

大地から 
 ０．５ 

食べ物から 
 ０．３ 

呼吸により 
 １．２ 

自然界から受ける放射線 
（ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ／年） 

0 

放
射
線
に
よ
る
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再処理 

工場 

自然 

放射線 

国内の 

地域差 

0.２ 

0.４ 

２.４ 

２.６ 

0.４ 

２.４

0.０２２

ミリシーベルト／年 

 
自然放射線の地域差 

に比べて小さい 

放
射
線
に
よ
る
影
響 

自然放射線の地域差に比べて小さい 

環境対策への取り組み（1/2） 

１．再処理工場から放出される放射性物質 ２．再処理工場から放出される放射性物質と自然放射線との比較 

－２－ 



 
 

再処理工場からの放射性物質の放出と管理 

３．再処理工場からの放出に係る管理 

再処理工場からの排気･排水については､放出する時の安全確認はもちろん､放出後についても環境への影響を確認しています。その結果は､専門家などにより評
価・審議され､公表されます。 

気体 

環境対策への取り組み（2/2） 

－３－ 

（２）環境のモニタリング 

再処理工場から放出後は･･･ 
★ 工場周辺の飲料水や農畜産物､海産物などを定期的に採取･分析し､放射能を測定します 

★ モニタリングステーションやモニタリングポストでその場所の放射線を連続監視します 

 工場周辺の放射線の値が変動する場合の例 

 

 

 【降雨・降雪】 

洗い落とされた        

天然の放射性物質で放射線量が

一時的に上昇します 

【再処理工場操業】 

放出されたクリプトン８５ 

により、放射線量が一時的に上昇することが

あります。その量は監視・評価します

【積雪】 大地からの自然放射線が雪で遮

られ放射線量が減少します 

1000

100

10

1

線量率 

単位：nGy/h 

（ナノグレイ／毎時） 

 六ヶ所再処理工場 操業時の放射線量 

変動イメージ 

 【通常】 大地からの自然放射線
が常に観測されています 

再処理工場の操業だけでなく、自然放射線も測定しており、天

気によってもその値は変動します。 

モニタリング 
ステーション 

畜産物の採取 
牛乳       
牧草等 

農作物の採取 
 ハクサイ 
 米 
 ダイコン等 

湖の水、湖底土の 
採取 

土の採取 

モニタリングカー 

河川の水、 
河底土の採取 

海産物の採取 
ヒラメ 
コンブ等 

（漁業協同組合から購入） 海水、海底土の採取 

 

モニタリングの結果については、国や青森県の委員会において専門家や学識経験者により、施設周

辺の住民の健康と安全が確保されているかなどについて評価・審議され、その結果は公表されます。 

（３）評価・審議、公開 

 

液体 減容固化 

ガラス固化 ガラス固化体貯蔵施設 

低レベル放射性廃棄物貯蔵施設 

海洋へ放出 

安全確認 

蒸
発
缶 

よう素 
フィルタ 

高性能粒子 
フィルタ 

（１）放出時のモニタリング 

放射能の監視 

放射能の測定 

沖合い約３ｋｍ 
水深約４４ｍ 
 

再処理工場から放出する時には、排気や排水中の放射能を監視・測定します 

高さ約１５０ｍ 放射性物質の除去 

放射性物質の除去 

排気筒 

銀系吸着材 

高
レ
ベ
ル 

低
レ
ベ
ル 

蒸
発
缶 

蒸
留
水 濃縮液 

濃縮液 

蒸留水 

一時貯蔵タンク 

安全確認



 

＜機械動作不良の例＞ 
せん断機における燃料集合体のせん断片の噛み込

み 
 

固 定 刃

燃 料 集 合 体

噛 み 込 み 発 生

せ ん 断 刃

せ ん 断 刃

固 定 刃

燃 料 集 合 体

固 定 刃

燃 料 集 合 体

噛 み 込 み 発 生

せ ん 断 刃

せ ん 断 刃

固 定 刃

燃 料 集 合 体

＜漏えいの例＞ 
配管継手部からの低レベル放射性廃液の漏えい 

ガスケット

ポンプポンプ

（パッキンのようなもの）

 

トラブル等事例集の概要 

■再処理工場においては、安全に関する取り組みにより事故の発生防止を図っています。 

■しかしながら、再処理工場は規模の大きな化学工場とも位置付けられること、数多くの機器や設備があることから、軽度な漏

えいや軽微な機器故障等が発生する可能性はあると考えています。また、アクティブ試験以降は使用済燃料を取り扱うことか

ら、析出物や異物による配管の詰まりが発生しやすくなること、また長期的には腐食による故障等が発生することも想定され

ます。 

■これらは、基本的に通常の運転、保守により対処できるものですが、その内容から、安全性に重大な影響をおよぼすような進

展性がないこと、復旧時の対応方法等について、事前に皆さまにご理解いただけるよう、先行施設の情報を参考に、トラブル

等の対応事例集として「再処理工場のアクティブ試験時に発生が予想されるトラブル等とその対応事例集」を取りまとめまし

た。 

■なお、本事例集に記載の事例について、IAEA の国際評価尺度（INES）を参考に、「所外への影響」及び「所内への影響」を当

社で便宜的に評価した結果、いずれも特段の影響がない事象です。 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等の事例集作成について

①事例作成の範囲 
■操業中も含め、先行施設で発生したトラブル等の情報を参考として、六ケ所再処理工場で発生が予想さ

れるせん断機の刃の損傷や配管の詰まり等、発生を避けることが困難な軽微な機器故障や補修作業等に

ついての事例を作成。 

②事例の分類 ■事例を「詰まり・堆積」、「漏えい」、「機械動作不良」、「計測・制御系の不良」、「電源系の異常」、「汚染」、

「破損」、「火災」、「その他」の９つに分類。 

③事例集の形式 
■１件１葉のシートに概念図と事象の概要を記載。 
■事象による影響とその復旧方法、公表区分、事象の軽重を示す情報区分を記載。 
■情報・公表区分は、ウラン試験の連絡・公表基準と同様の考え方に基づき記載。 

再処理工場で予想される代表例について事例集を作

成 

臨界、爆発等の事故 
発生の防止、万一発生しても工場外へ影響を与えないよ

う何重もの安全対策を実施 

軽微な機器故障等、機器の洗浄作業や補修作業 

再処理工場は化学工場であること、数多くの機器類がある

ことから発生の可能性あり 

安全評価にて、いくつかの機器の故障を仮定した事故

を想定しても、工場外へ影響のないことを確認 
（国の安全審査でも確認済み） 

トラブル等とその対応事例集の作成方針 

トラブル事例の一例

－４－ 



 

 

 件   名 
 

 

溶解液供給槽の計装配管における詰まり 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分離建屋：溶解液供給槽 

（２）設備の概要 使用済燃料を溶解した溶解液を前処理建屋から受け入れ、分離工程に供給するため、溶解液

を一時的に貯留する槽。 

（３）発生の状況 分離設備の運転中 

（４）概要 溶解液供給槽内に設置されている液位計の配管に堆積物が詰まり、液位高の誤信号を発信し

たため、溶解液供給槽への溶解液の供給を停止。 

＊他の建屋も含め同種の作業においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続することで発生する詰まり（予め対応手順を定めている） 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

放射性物質を除去するフィルタ等を有する分離建屋内の塔槽類廃ガス処理設備が稼動してい

る溶解液供給槽内の事象及びそれに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への

影響は生じない。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

溶解液供給槽内の溶解液の液位測定が不能になるが、抽出塔へ溶解液を供給する移送機器

は正常に作動しているため、安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

液位計の配管の詰まり除去の復旧作業に当たっては、定められた放射線管理計画書に従って

効率的に作業を進めることにより、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 下流の工程の運転に影響が生じる。 

溶解液の供給の停止に伴い、分離・分配工程の運転に影響が生じる。さらに下流の高レベル廃

液濃縮工程及びウラン濃縮工程は、その中間にある一時的な貯留槽の残液量で運転継続の可

否を判断する。 

(1) 液位計の配管の詰まりであることを確認する。 

(2) 定められた作業手順に従って、液位計の配管の詰まりを除去する。 
 対応の概要 

(3) 液位計等の機能確認を行ない、異常のないことを確認した後、運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.１-１５）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

復旧方法 

清掃や調整により復旧

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して復旧 運転継続 

塔槽類廃ガス処理設備

溶解液

洗浄液 圧縮空気 圧縮空気

液位計

計装システム
（差圧伝送器）

詰まり

抽出塔

溶解液供給槽

－５－ 



 

 

 件   名 
 

 

高レベル廃液濃縮缶から溶液を移送するスチームジェットにおける詰まり 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分離建屋：高レベル廃液濃縮缶 

（２）設備の概要 高レベル廃液の濃縮・容積減少のため、蒸発処理を行う装置。 

（３）発生の状況 高レベル廃液濃縮缶の運転中（濃縮終了後の液移送中） 

（４）概要 高レベル廃液濃縮缶底部に堆積した沈殿物により、濃縮液の移送用スチームジェット及び吸い込み配管

が詰まり、濃縮液の移送が停止。 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続することで発生する詰まり（予め対応手順を定めている） 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備が稼働している高レベル廃液

濃縮缶内での事象及びそれに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等、工場外への影響は生じない。

なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
高レベル廃液濃縮缶の濃縮液移送用スチームジェットの作動不可により、液移送はできないが、高レベ

ル廃液濃縮缶は加熱停止後の冷却中であるため、これ以上の事象の進展はなく、安全上の問題は生じ

ない。なお、スチームジェットは２系統を有しているため、別系統に切り替えて移送を行うことができる。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
詰まり除去の復旧作業は、定められた放射線管理計画書に従って効率的に作業を進めることにより、作

業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 
スチームジェットは２系統を有しているため、別系統に切り替えて移送を行う。 

（1） 別系統のスチームジェットに切り替えて移送を完了させる。 

（2） スチームジェットに詰まりが生じていることを確認する。 

（3） 定められた保修作業手順に従い、スチームジェットへ供給する蒸気配管から溶液（温水、硝酸な
ど）を通水して、沈殿物を排出させる。 

(4) 詰まりが除去できない場合は、定められた保修作業手順に従って、フリーズバルブを作動させ、
詰まりを除去する。 

 対応の概要 

  

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.１-１８）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

運転系統を切り替えて復旧 

待機 → 運転 

機器 

機器 

復旧方法 

清掃や調整により復旧

洗浄液

高レベル廃液濃縮缶

－６－ 



 

 

 件   名 
 

 

脱硝塔の噴霧ノズルにおける詰まり 

事象の概要 
 

 
（１）発生場所：機器 ウラン脱硝建屋：脱硝塔 

（２）設備の概要 ウラン溶液を噴霧状態にて熱分解して、ウラン粉末にする装置。濃縮されたウラン溶液は

粘性が高いため、配管から噴霧状に吹き出される噴霧ノズルでは、通常の運転時にも詰まりが

発生することがある。このため、通常運転の一環として温水により洗浄する装置を予め設置して

いる。 

（３）発生の状況 脱硝塔の運転中 

（４）概要 脱硝塔の噴霧ノズルの詰まりによる硝酸ウラニル濃縮液の供給停止。 

（５）原因 運転を継続することで発生する詰まり（予め対応手順を定めている） 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有するウラン脱硝建屋の塔槽類廃ガス処理設備が稼働している脱硝

塔内での事象及びそれに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等、工場外への影響は生じない。な

お、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
噴霧ノズルの詰まりが発生した場合、脱硝塔へのウラン濃縮液の供給が停止するため、これ以上の事象

の進展はなく、安全上の問題は生じない。 

 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
詰まり除去作業に当たっては、定められた放射線管理計画書に従って効率的に作業を進めることにより、

作業員への影響は生じない。 

 

（４）他工程への影響 上流の工程の運転に影響が生じる。 
脱硝塔の停止に伴い、ウラン脱硝建屋内のウラン脱硝工程の運転に影響が生じる。さらに上流の精製建

屋以前の工程は、その中間にある一時的な貯留槽（硝酸ウラニル貯槽）の残液量で運転継続の可否を判

断する。 

 

（1） 詰まりが発生した脱硝塔を停止し、噴霧ノズルの詰まりであることを確認する。 

（2） 定められた手順に従って、脱硝塔への供給液を硝酸ウラニル濃縮液から温水に切り

替え、噴霧ノズルの洗浄を実施し、詰まりを解消する。 

（3） 洗浄で詰まりが解消できなかった場合、脱硝塔の運転を停止し、定められた保修作

業手順に従って、噴霧ノズルの交換等を行う。 

 対応の概要 

(4) 噴霧ノズルの保修後、定められた操作手順に従い、脱硝塔の運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.１-２８）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

脱硝塔 

噴霧ノズル

脱硝塔内

詰まり

硝酸ウラニル濃縮液

温水 圧縮空気

復旧方法 

清掃や調整により復旧

硝酸ウラニル 

濃縮液 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して 運転継続

－７－ 



 
 

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

 

 件   名 
 

 

配管継手部からの回収硝酸の漏えい 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 精製建屋：第２酸回収工程 

（２）設備の概要 ウランやプルトニウムを抽出する際に使用した硝酸を再利用するため、工程から硝酸を回収す

る設備。ウランやプルトニウム、核分裂生成物を分離した後の、比較的放射能濃度の低い硝酸

を扱うため、配管の継手部にはガスケット等を使用している。 

 

（３）発生の状況 運転中 

（４）概要 ガスケットの経年劣化により、配管継手部に回収硝酸のにじみが発生。 

*他の建屋も含め同種の作業においても、同様な事象の発生が予想される。 

 

（５）原因 運転を継続する中で生じるガスケットの劣化 

 事象による影響  

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する精製建屋換気設備が稼働している室内での事象及びそれに伴

う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。 

 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
にじみ確認後、直ちにポンプの運転を停止するとともに弁を閉止することにより、これ以上の事象の進展

はなく、安全上の問題は生じない。 

 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
にじみ箇所の復旧にあたっては、定められた放射線管理計画書に従って効率的に作業を進めることによ

り、作業員への影響は生じない。 

 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

当該ポンプの系統は２系統あることから、他工程への影響は生じない。 
 

 

（1） にじみ発生箇所及びにじみの状況を確認する。 

 

（2） 運転系統を切替え、にじみが生じている配管系統のポンプを一時停止し、定められた手

順に従い、ガスケットの交換を実施する。  対応の概要 

（3） にじみ箇所復旧後、異常のないことを確認した後、定められた手順に従い運転を再開す

る。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（Ｎｏ．２－１４）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

 

ガスケット型式 (材質)間違いによる

フランジガスケット部からのにじみ

ガスケットの劣化によるフランジガス

ケット部からのにじみ 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

運転系統を切り替えて復旧 

待機 → 運転 

機器 

機器 

復旧方法 

故障した消耗品の交換

により復旧 

－８－ 



 

 

 件   名 
 

 

せん断機における燃料集合体せん断片の噛み込み 

事象の概要 
 

 
（１）発生場所：機器 前処理建屋：せん断機 

（２）設備の概要 使用済燃料を硝酸で溶解するため、燃料集合体を切断し、数ｃｍ程度の小片にする装置。せん

断刃により、燃料集合体を押し切る。 

（３）発生の状況 せん断機の運転中 

（４）概要 せん断刃と固定刃の間への燃料集合体せん断片の噛み込みにより、せん断刃の前進障害が

発生し、せん断機の自動運転が停止。 

（５）原因 運転を継続する中で発生するせん断片の噛み込み（予め対応手順を定めている） 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

放射性物質を除去するフィルタ等を有する前処理建屋せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び

前処理建屋換気設備が稼働しているせん断機内での事象及びそれに伴う復旧作業であり、放

射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴

うものではない。 

 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

せん断片の噛み込みによりせん断の自動運転が停止するため、これ以上の事象の進展はなく、

安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

せん断機の復旧作業はセル外からの遠隔操作であり、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 下流の工程の運転に影響が生じる。 

せん断機が停止することにより、前処理建屋内の溶解槽以降の工程の運転に影響が生じる。さ

らに下流の分離建屋以降の工程は、前処理建屋と分離建屋の中間に設置されている一時的

な貯留槽（計量後中間貯槽）の残液量で運転継続の可否を判断する。 

（1） せん断刃を前後させ、噛み込みを解消する。 

（2） 解消できなかった場合、定められた保守作業手順に従い遠隔操作でせん断機の該当部

分の保修を行うとともに、噛み込んでいるものを除去し、せん断刃に損傷のないことを確

認する。 
 対応の概要 

（3） 定められた操作手順に従い運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

事象概要 再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-０６）
・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

せん断刃を前後させ、噛み込み

を解消 

せ
ん
断
刃

固定刃

燃料
集合体

燃料集合体

噛み込みの発生

せ
ん
断
刃

固
定
刃

復旧方法 

清掃や調整により復旧

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して運転継続 

－９－ 



 

 

 件   名 
 

 

エンドピース酸洗浄槽における燃料集合体上部端末のバスケットへの引っ

かかり 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 前処理建屋：エンドピース酸洗浄槽 

（２）設備の概要 せん断処理により発生するエンドピース（燃料集合体上端部、下端部の切断片で、燃料を含ま

ない金属片）を洗浄する装置。エンドピースは硝酸で洗浄した後、更に水で洗浄し、最終的に専

用の容器に詰める。 

（３）発生の状況 エンドピース酸洗浄槽の運転中 

（４）概要 燃料集合体の上部端末スプリングのせん断が不十分だったため、伸びたスプリングがエンドピ

ースを収納するバスケットに引っかかり、エンドピース酸・水洗浄槽のバスケット及びそのドアの

動作不良が発生し、エンドピース酸・水洗浄槽が停止。 

*同種の機器において同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生する上部端末の引っかかり 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する前処理建屋せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び前処理建

屋換気設備が稼働しているエンドピース酸・水洗浄槽内での事象及びそれに伴う復旧作業であり、放射

性物質の放出等の工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではな

い。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
エンドピース酸・水洗浄槽のバスケットの動作不良に伴いせん断を停止するため、これ以上の事象の進展

はなく、安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
端末のひっかかりの復旧作業は、セル外からの遠隔作業であり、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 下流の工程の運転に影響が生じる。 
せん断機の停止に伴い、せん断・溶解工程の運転に影響が生じる。さらに下流の工程は、その中間に設

置されている一時的な貯留槽の残液量で運転継続の可否を判断する。 

（1） バスケットを上下移動させ、引っかかった端末を取り除く。 

 対応の概要 （2） 定められた操作手順に従い、運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

事象概要 再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-１８）
・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

復旧方法 

清掃や調整により復旧

せん断機より 

専用の容器へ 

バスケット 

上部端末スプリングがバスケットに

引っかかり動作不良 

エンドピース酸洗浄槽 エンドピース水洗浄槽 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク 

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して運転継続 

－１０－ 



 

 

 件   名 
 

 

溶解槽におけるホイールの回転不良 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 前処理建屋：溶解槽 

（２）設備の概要 せん断機にてせん断した燃料片を硝酸に溶解する設備。燃料片を受け入れるバスケット（籠）を

円周状に設置したホイールを硝酸内で低速にて回転させ、燃料を溶解する。 

（３）発生の状況 溶解槽の運転中 

（４）概要 溶解槽のホイールの回転動作不良に伴う溶解槽の停止。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生するハルの引っかかり 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する前処理建屋換気設備が稼働しているセル内での事象及びそれ

に伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射性物質

の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
溶解槽ホイールの回転動作不良によりせん断を停止するため、これ以上の事象の進展はなく、安全上の

問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
溶解槽ホイールの復旧作業は、セル外からの遠隔作業であり、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 下流の工程の運転に影響が生じる。 
せん断機の停止に伴い、せん断・溶解工程の運転に影響が生じる。さらに下流の工程は、その中間に設

置されている一時的な貯留槽の残液量で運転継続の可否を判断する。 

（1） せん断機、溶解槽を停止した後、溶解槽のホイールの逆回転又は手動運転による回転

を行う。 

  対応の概要 
（２） 定められた操作手順に従い、溶解槽の運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-２１）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

溶解槽ホイールの回転動作に

不具合（トルク異常） 

復旧方法 

定められた操作手順に

従い復旧操作をして復

旧 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク 

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して運転継続 

－１１－ 



 

 

 件   名 
 

 

パルスカラムにおけるパルス発生装置（三方弁）の故障 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分離建屋：パルスカラム 

（２）設備の概要 使用済燃料を溶解した硝酸溶液から核分裂生成物を除去し、ウラン及びプルトニウムを抽

出する装置。ウラン及びプルトニウムを移行しやすい有機溶媒を硝酸溶液と接触させ、空

気の供給と供給停止を繰り返すこと（パルス発生）により振動させることで、ウラン及び

プルトニウムを有機溶媒に抽出し、核分裂生成物を硝酸溶液に分離する。 

（３）発生の状況 分離設備のパルスカラム運転中 

（４）概要 パルス発生装置（三方弁）の故障。 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生する弁の故障 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

放射性物質を除去するフィルタ等を有する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備が稼働してい

るパルスカラム内での事象であり、放射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。ま

た、三方弁の交換は、分離建屋換気設備が稼働しているグローブボックス内での対応であ

り、工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射性物質等の漏えいを伴うものではな

い。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

三方弁の故障により予備の三方弁に切替え､運転を継続できるため、これ以上の事象の進展は

なく、安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

三方弁の交換作業は、定められた放射線管理計画書に従って効率的に作業を進めることによ

り、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

三方弁の故障に伴い、パルスカラムの運転を一時的に停止し、予備の三方弁に切替え運転を

継続することができるため、他工程への影響は生じない。 

（1） 定められた手順に従い予備の三方弁に切り換え、運転を再開する。 

 対応の概要 
（2） 定められた保修作業手順に従って三方弁の保修又は交換を実施する。  

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-３０）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

空気式パルス発生装置

三方弁

空気

パルスレグ

パルスカラム

空気
水相入口

有機相出口

有機相入口

水相出口

三方弁が故障 
有機相入口 

復旧方法 

定められた作業手順に

従い当該箇所の補修に

より復旧 

空気の供給、停止

の繰り返しにより、

溶液が上下に振

動する 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

運転系統を切り替えて復旧 

待機 → 運転 

機器 

機器 

－１２－ 



 

 

 件   名 
 

 

ミキサ・セトラにおけるかくはん機の故障 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 精製建屋：ミキサ・セトラ（ウラン精製設備） 

（２）設備の概要 分離建屋から受入れたウラン溶液に微量に含まれる核分裂生成物を除去し、ウラン溶液の純

度を高める設備。かくはん機の磨耗は通常運転において想定しているため、モーターごと交換

できる設計としている。 

（３）発生の状況 ミキサ・セトラの運転中 

（４）概要 回転シャフト部の磨耗により、回転部分に生じた負荷によりかくはん機の温度が上昇し、自動停

止装置（サーマルトリップ）が作動。 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で生じる消耗品の劣化 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

放射性物質を除去するフィルタ等を有する精製建屋塔槽類廃ガス処理設備が稼働しているミキ

サ・セトラ内での事象及びそれに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への影響

は生じない。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

かくはん機の故障に伴いミキサ・セトラの運転を停止するため、これ以上の事象の進展はなく、

安全上の問題は生じない。かくはん機の交換は通常の運転において実施するものとして、あら

かじめ手順等を定めているものである。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

かくはん機の交換作業は、定められた放射線管理計画書に従って効率的に進めることにより、

作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 上流の工程の運転に影響が生じる。 

かくはん機の交換に伴いミキサ・セトラの運転に影響が生じる。さらに上流の分離設備以前の工

程は、その中間にある一時的な貯留槽（ウラン溶液供給槽）の残液量で運転継続の可否を判断

する。 

 

（1） ウラン精製工程を停止する。 

（2） 定められた保修作業手順に従って、故障したかくはん機を予備品と交換する。 
 対応の概要 

（3） ミキサ・セトラかくはん機のモータ、かくはん機を交換後、作動に異常のないことを確認

後、定められた操作手順に従い、ウラン精製設備の運転を再開する。 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

事象概要 再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-３３）
・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

回転シャフト部が磨耗 

復旧方法 

故障した部品の交換に

より復旧 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク 

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して 運転継続

－１３－ 



 

 

 件   名 
 

 

建屋換気設備における排風機の停止 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分離建屋：建屋換気設備排風機 

（２）設備の概要 建屋内の空調、換気、放射性物質の閉じ込め機能を有する換気空調設備の排風機。建屋換気

設備は、建屋内の線量当量及び表面汚染密度の区分に応じて、２つの系統から構成しており、

各系統にはそれぞれ複数の排風機を設置している。 

（３）発生の状況 建屋換気設備排風機の運転中 

（４）概要 ２台運転中の排風機のうち、ベアリング磨耗により軸部に負荷がかかり、１台の排風機が停止。

もう１台の運転中の排風機は問題なく運転を継続。 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で生じる軸受ベアリングの経年劣化 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

建屋換気設備の当該機器が停止するが、当該系統のもう１台の排風機が稼働しており、建屋内

は、負圧に維持できることから、放射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

建屋換気設備の当該機器が停止するが、当該系統のもう１台の排風機が稼働しており、建屋内

は、負圧に維持できることから、これ以上の事象の進展はなく、安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

建屋換気設備排風機の復旧作業は、定められた放射線管理作業計画書に従って効率的に作

業を進めることにより、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

建屋換気設備の当該機器が停止するが、当該系統のもう１台の排風機が稼働しており、建屋内

の負圧は維持されるので、他工程への影響は生じない。 

(1) 停止した排風機以外の建屋換気設備が正常に運転していることを確認する。 

(2) 保安規定に基づき定められた保修作業手順に従いベアリングを交換し、停止した建屋排

風機を復旧する。  対応の概要 

(3) 復旧後、定められた操作手順に従い、通常運転状態へ切り替えを実施する。 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-３９）

分離建屋 

 

主排気筒 

運転 → 停止 

フィルタ 運転 ベアリング（消耗品）の摩耗

により、排風機が停止。予

備品に交換することにより

早期に復旧可能。 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

当該機器を停止して復旧 

 

運転継続 

機器 

当該設備 

機器 

運転停止 

機器

前工程 次工程

運転継続

復旧方法 

故障した部品の交換に

より復旧 

－１４－ 



 

 

 件   名 
 

 

気送設備の故障による気送不能 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分析建屋：気送設備 

（２）設備の概要 各工程の溶液等の分析のため、分析試料容器を分析ボックスに気送（受信側を真空引きし、空

気の力で配管内の容器を吸引して移送）する設備。移送先の分析ボックスに気送するかによっ

て、気送の管路を切換えることができる。 

（３）発生の状況 気送設備の運転中 

（４）概要 分析試料採取装置の管路切換装置用モータの故障により気送不能状態となり、気送が停止 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生するモータの故障 

 事象による影響 
 

 

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する分析建屋の建屋換気設備が稼働している試料採取設備及び

気送設備での事象並びにそれに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等、工場外への影響は生じな

い。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴うものではない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
気送設備の故障により試料採取及び気送を中止するため、これ以上の事象の進展はなく、安全上の問題

は生じない。なお、復旧に時間を要する場合には関連する設備を停止する等の措置を講じ、適切な監視

ができない状態で運転を継続することはない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
気送設備の保修作業に当たっては、定められた放射線管理計画書に従って効率的に作業を進めることに

より、作業員への影響は生じない。 

（４）他工程への影響 他工程への影響が生じる。 
気送設備の故障により、当該設備を使用する気送が一時的に停止する。保修作業を行うのに時間を要す

る場合、工程の運転に影響を生じることがある。 

(1) 分析試料容器の気送不能が管路切替え装置のモータ故障が原因であることを確認す

る。 

(2) 定められた保修作業手順に従って保修作業を行う。 
 対応の概要 

(3) 保修作業後、動作確認を行い、正常に動作することが確認された後、定められた操作手

順に従い運転を再開する。 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                        2006.02.15 

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.３-４６）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

 

機器 タンク

設備Ⅱ 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

影響の範囲の設備を停止して復旧 

復旧方法 

定められた作業手順に

従い当該箇所の補修に

より復旧 

試料採取設備 

－１５－ 



 
 

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

 

 件   名 
 

 

α（アルファ）線ダストモニタの故障 

 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 精製建屋：α（アルファ）線ダストモニタ 

（２）設備の概要 空気中の放射性物質（α線を放出するもの）を測定するための装置で、放射性物質濃度が高い

場合には警報を発報する。 

（３）発生の状況 運転中 

（４）概要 α（アルファ）線ダストモニタの検出器が経年劣化により故障し、放射性物質濃度の測定・記録

及び監視機能が停止。 

＊他の建屋も含め同種の機器についても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生する検出器の故障 

 事象による影響  

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する建屋換気設備が稼働しているエリアでの事象及び復旧作業

であり、放射性物質の放出等、工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射性物質の漏えいを伴う

ものではない。 

 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
故障（停止）したモニタに対して、早期故障修理による復旧または簡易測定器での代替監視の実施によ

り、作業環境の放射線状況等を監視可能であり、これ以上の事象の進展はないため、安全上の問題は生

じない。 

 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
α線ダストモニタの復旧作業は、放射性物質を直接扱わないため、作業員への影響は生じない。 

 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 
α線ダストモニタの故障による運転設備への影響はない。 

 

(1) α線ダストモニタの検出器の故障であることを確認する。 

 

(2) 定められた保修作業手順に従って修理または予備品との交換により復旧する。  対応の概要 

(3) 保修状況によっては、簡易測定器による監視を実施する。 

 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（Ｎｏ．４－０８）

事象概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

        

 

  

 

          

 

        

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール  　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

 

故障発生 

 

α線ダストモニタ検出器 

簡易測定器での 

   代替監視実施 

修理 

または 

復旧方法 

故障した部品の交換に

より復旧 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

 

運転継続 

機器

設備 

タンク

運転設備に影響なし 

－１６－ 



 
 

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

 

 件   名 
 

 

スチームジェット真空破壊弁の点検作業時における汚染 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 分離建屋：蒸気配管 

（２）設備の概要 スチームジェットを駆動するための蒸気を流す配管。 

（３）発生の状況 点検中 

（４）概要 分離設備の抽出廃液供給槽の移送用スチームジェットの真空破壊弁（逆止弁）の点検作業中

に、配管内の蒸気凝縮に伴う減圧現象に起因した汚染の発生による床等の汚染を発見。管理

値を超える汚染があったが、簡易な除染により速やかに汚染を除去。 

＊他の建屋も含め同種の機器においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 運転を継続する中で偶発的に発生する真空破壊弁の故障により放射性物質を含む空気が吸い

上げられ、汚染が発生 

 事象による影響  

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 
放射性物質を除去するフィルタ等を有する分離建屋塔槽類廃ガス処理設備が稼働している槽及び分離

建屋換気設備が稼働している室内での局部的な汚染と、それに伴う復旧作業であり、放射性物質の放出

等の工場外への影響は生じない。 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 
作業区域内での汚染であり、サーベイメータ等で汚染を検知し定められた手順で汚染を除去することによ

り、これ以上の事象の進展はなく、安全上の問題は生じない。 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 
作業区域は汚染されるが、作業員への飛散ではないため、作業員への影響は生じない。復旧作業にあた

っては、定められた手順に従い汚染除去処置等を適切且つ速やかに行うことにより、作業員への影響は

生じない。 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

汚染の除去を行うのに時間を要する場合は、当該作業が影響を受けるが、他工程への影響は

生じない。 

(1) 作業員の汚染がないことを確認する。 

(2) 汚染区域を設定し、エリアの汚染の除去措置を行うとともに、スチームジェット蒸気供給

系配管内の汚染が原因で汚染が生じたことを確認する。 

(3) 定められた作業手順に従って、汚染した系統の洗浄及び故障した真空破壊弁の補修等

を行う。 

 対応の概要 

(4) 真空破壊弁の作動確認等を行ない、異常のないことを確認する。 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（Ｎｏ．６－０３）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

 

運転継続 

機器

設備 

タンク

運転設備に影響なし 

復旧方法 

定められた操作手順に

従い当該箇所の補修に

より復旧するとともに

汚染エリアを除染 

真空破壊弁

（逆止弁）の

動作不良によ

る汚染 

セル外 

セル内 スチームジェット 

蒸気調節弁

フレキシブル

ホース 

高レベル廃液供給槽

－１７－ 



 
 

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

 

 件   名 
 

 

グローブ交換作業時における汚染 

事象の概要  

（１）発生場所：機器 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋：脱硝工程グローブボックス 

（２）設備の概要 密閉した箱の中でゴム製の手袋を介して放射性物質を取り扱うための機器。 

（３）発生の状況 グローブボックスのグローブ交換作業中 

（４）概要 グローブの交換作業を実施していたところ、新グローブの取り付けが不十分であったことから、

旧グローブの取り外しの際、新グローブがずれ、ポート部及びその周辺に汚染が発生。更にポ

ート部等の汚染が作業エリア外に拡大してしまったことを作業エリア外のサーベイメータ等で検

出。管理の基準値を超える汚染があったが、簡易な除染により速やかに汚染を除去。 

*他の建屋も含め同種の作業においても、同様な事象の発生が予想される。 

（５）原因 新グローブの取り付けが不十分である作業ミス 

 事象による影響  

（１）工場外への影響 工場外への影響は生じない。 

放射性物質を除去するフィルタ等を有するウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備が稼動し

ている部屋の事象及び同室内で行う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への影響

は生じない。 

 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

周辺の汚染した部位は、その状況を確認後直ちに除染又は汚染固定を実施すること、また、グ

ローブボックス内は室内より負圧が深くなっていることから、これ以上汚染が増大することはな

く、安全上の問題は生じない。 

 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

当該作業員については、異常被ばくがないこと、身体汚染のないことを確認し、万一身体汚染等

が認められた場合は、直ちに汚染を除去することによって作業員への安全を確保することによ

り、作業員への影響は生じない。 

 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

汚染の除去を行うのに時間を要する場合は、当該作業が影響を受けるが、他の工程への影響

は生じない。 

 

(1) 作業員に汚染のないことを確認する。 

(2) 定められた手順に従い、汚染の除去を行う。  対応の概要 

(3) 除染後、定められた手順に従い、新しいグローブを取り付け、作業を再開する。 

公表区分＊1 翌平日に公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  
トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（Ｎｏ．６－１９）

事象概要 

・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄・計量設備　等

・分離設備
・分配設備　等

・高レベル廃液
  ガラス固化設備　等

・ウラン精製設備
・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ精製設備　等

・ウラン脱硝設備　等

・ｳﾗﾝ・ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合
     脱硝設備　等

前処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝとﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プール 　等

低レベル廃棄物
処理建屋

低レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用ディーゼ
　ル発電機　等

・低レベル廃液
  処理設備　等

・低レベル固体廃棄物
  処理設備　等

ドラム缶

・中央制御室　等 分析試料

・分析設備　等

主排気筒

復旧方法 

作業員の汚染がないこ

との確認及び汚染場所

の除染により復旧 

ポート部 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

 

運転継続 

機器

設備 

タンク
運転設備に影響なし 

－１８－ 



 

 

＊１ 事象の内容に応じたウラン試験時における区分。ただし、アクティブ試験に向けた区分の整理により変更の可能性あり。 

（『A情報』：安全協定報告事象等、または、それに準ずる事象、 『B情報』：事象の進展または状況の変化によっては、安全協定報告対象になるおそれのある事象等、 『C情報』：A、B情報に該当しない軽度な不具合、汚染等、特に連絡を要する事象）                                       2006.02.15 

事象概要 

 

 件   名 
 

ガラス溶融炉の間接加熱装置の故障 

事象の概要 
 

 

（１）発生場所：機器 
高レベル廃液ガラス固化建屋：ガラス溶融炉 間接加熱装置 

（２）設備の概要 ガラス溶融炉内部を加熱する発熱体。ガラス溶融炉は間接加熱装置の発熱体による加熱と、電

極から溶融ガラスに直接通電することにより、加熱、溶融を行う。 

（３）発生の状況 ガラス溶融炉の運転中 

（４）概要 ガラス溶融炉の内部を加熱している間接加熱装置の複数の発熱体ヒータが破損し、間接加熱

装置単体による加熱が停止。 

（５）原因 運転を継続する中で生じる経年劣化 

 事象による影響  

（１）工場外への影響 工場外への影響はない。 

間接加熱装置が故障しても、ガラス溶融炉の運転に支障がなく、放射性物質を除去するフィルタ

類を有する高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備が稼動しているセル内での事象及びそれに

伴う復旧作業であり、放射性物質の放出等の工場外への影響は生じない。なお、本事象は放射

性物質の漏えいを伴うものではない。 
 

（２）安全性への影響 安全上の問題は生じない。 

間接加熱装置の故障により間接加熱装置の加熱が停止するが、ガラス溶融炉は保持運転状態

を維持することで、これ以上の事象の進展はなく、安全上の問題は生じない。 

 

（３）作業員への影響 作業員への影響は生じない。 

間接加熱装置の交換作業は、セル外からの遠隔作業で行うため、作業員への影響は生じな

い。 

 

（４）他工程への影響 他工程への影響は生じない。 

間接加熱装置の交換作業を実施する場合は、ガラス溶融炉の運転を一時的に運転を停止する

が、他の工程の運転に影響は生じない。 

 

(1) ガラス溶融炉の直接通電を停止する。 

(2) 故障した間接加熱装置を取外し、予備品と交換する。  対応の概要 

(3) 間接加熱装置復旧後、作動確認を行い、異常のないことを確認した後、定められた操作

手順書に従い運転を再開する。 

公表区分＊1 毎月集約して月１回公表（ホームページへ掲載） 

 

情報区分＊1 

  トラブル情報 運転情報 

Ａ情報 Ｂ情報 Ｃ情報 
ごく軽度な

機器故障 

清 掃 ･ 調

整等で復

旧可能な

機器停止

等 

不適合等   

再処理工場で発生が予想されるトラブル等とその対応 

（No.９－２２）
・せん断処理設備
・溶解設備
・清澄 ・計量 設備 　等

・分 離設備
・分 配設備 　等

・高 レベル廃液
  ガ ラス固化設備 　等

・ウ ラン精製設備
・ﾌ ﾟﾙ ﾄﾆｳﾑ精 製設備 　等

・ウ ラン脱硝設備 　等

・ｳﾗﾝ・ﾌ ﾟﾙ ﾄﾆｳﾑ混 合
     脱 硝 設備 　等

前 処理建屋 分離建屋 精製建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

ウラン脱硝建屋

ウラン ・プル トニウム
混合脱硝建屋

燃料せん断片の
溶解

ガ ラス固化体

核分裂生成物
の分離

ｳﾗﾝと ﾌ ﾟﾙ ﾄﾆ
ｳﾑの分離

ﾌ ﾟﾙ ﾄﾆｳﾑの精製

ｳﾗﾝの 精製

製
品
貯
蔵

製
品
貯
蔵

使用済燃料受入れ
・貯蔵建屋

使
用
済
燃
料

・使用済燃料貯蔵
  プ ール  　等

低 レベル廃棄物
処理建屋

低 レベル廃液
処理建屋

分析建屋

制御建屋

非常用電
源建屋

・非常用デ ィーゼ
　ル 発電機 　等

・低 レベル廃液
  処 理設備 　等

・低 レベル固体廃棄物
  処 理設備 　等

ドラム缶

・中 央制御室 　等 分析試料

・分 析設備 　等

主排気筒

間接加熱装置 

復旧方法 

故障した消耗品の交換

により復旧 

トラブル等に伴う設備への影響範囲 

当該設備を停止して復旧 

 

運転継続

機器 タンク

設備Ⅱ 

運転停止 

機器 タンク 

設備Ⅰ 

機器 タンク

設備Ⅲ 

運転継続 

 

主電極 主電極 ガラス溶融炉 

間接加熱装置の発

熱体の破損 

発熱体ヒータ

耐熱材 

吊りベイル 

電極 

拡大図

ａ 

ａ 断面

発熱体ヒータ

－１９－ 




